





































































































































(Griffith, 1985 ; Mason & Griffith, 1988 ; Lyton, Garman & Porter, 1991 ; Prather, 1990 ; DeVaney,
1993 ; Garman & Forgue, 1994) である。世帯の財務比率を見ると，世帯の財務状態を多角的
に把握できるため，財務相談や財務設計を行う際に，世帯の財務状態を把握するための基
礎的診断指標として用いられている。国内では，ヤン チョンソン（1997)，チェ ユンジ，
チェ ヒョンジャ（1998)，アン スンチョル，キム ニョンヒ（2001)，チェ ヒョンザ，
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イ ヒスク，ソン ヨンエ，ヤン セジョン (2003) などが，安定性指標や成長性指標を使って
















Fan, Chang & Hanna（1992）は，所得変化に応じて負債比率を推定した結果，世帯の財
務分析を行うには負債関連の比率と指標を分析する必要があることを示した。これには，世
帯の所得階層に応じた消費支出を分析した研究（ペ ミギョン, 1998，ソ ヨンギョン, 2000）
や，所得階層別に私教育費の支出水準と変化推移を分析した研究（イ ソンリム, 2002)，世
帯の財務構造が私教育費の支出に及ぼす影響を分析した研究（イ スンシン, 2003)，所得階















財務比率類型 準拠基準 財務比率類型 準拠基準
Lytton, Garman & Porter（1991） DeVaney（1993）
月平均純消費支出/月平均可処分所得 1.0未満 年間住居費/総所得 0.28以下
年間総貯蓄/年間可処分所得 世伝所得10％ 流動資産/可処分所得 0.25以上
月平均総住居支出/月平均可処分所得 0.30～0.40 年間負債支払額/可処分所得 0.40以下
流動資産/月平均純消費支出 2～6ヶ月分 総資産/総負債 1.0以上
月平均消費者負債償還額/可処分所得 0.10以下 年間消費者負債支払額/可処分所得 0.15以下




流動資産/月支出額 2～6ヶ月以上 年間総支出/年間総所得 1.0未満
(流動資産＋その他の金融資産)/月支出額 6.0以上 主観的最低生活費/月平均世帯所得 1.0未満
流動資産/総負債 0.1以上 主観的最低生活費/月支出 1.0未満
(流動資産＋その他の金融資産)/総負債 0.2～0.3以上 金融資産/月支出額 3.0以上
流動資産/非担保負債 1.0以上 金融資産/純資産 0.25以上
流動資産/純資産 金融資産/総負債 0.1以上
流動資産/純資産 実物資産/総負債 1.0以上
流動資産/年間負債負担額 0.5以上 総資産/総負債 1.0以上
(流動資産＋その他の金融資産)/年間負債負担額 1.0 総負債/純資産 1.0以上







チェ ユンジ，チェ ヒョンザ（1998） ホ ギョンオク，ハン スジン（2005）
月平均消費支出/月平均可処分所得 1.0未満 月平均消費支出額/月平均世帯所得 0.9未満
年間総貯蓄額/年間処分所得 0.1超過 総貯蓄額/総所得 0.1以上
流動資産/月支出額 3.0超過 金融資産/月平均世帯所得 1.0以上
流動資産/年間可処分所得 0.25超過 金融資産/総資産 0.1以上
流動資産/純資産 0.25超過 金融資産/総負債 0.1以上
流動資産/総負債 0.1超過 月平均負債償還額/月平均世帯所得 0.25以下





投資資産/純資産 0.2超過 月平均消費支出/月平均世帯所得 0.9未満
月平均総住居支出/月平均可処分所得 0.30～0.40 月平均保険料/月平均世帯所得 0～0.2
年間総貯蓄額/年間可処分所得 0.1以上 年間総貯蓄額/年間可処分所得 0.1以上
流動資産/可処分所得 0.25以上 金融資産/月平均生活費 1.0以上
流動資産/月平均消費支出 2～6ヶ月 金融資産/月平均世帯所得 1.0以上
流動資産/純資産 0.25以上 金融資産/総資産 0.1以上
流動資産/総負債 0.1以上 月平均負債償還額/月平均世帯所得 0.25以下
総負債/純資産 1.0未満 総負債/総資産 10以下
実物資産/総負債 1.0以上 総負債/総資産 0.8以下
投資資産/純資産 0.2以上 投資資産/総資産 0.05～0.1
実物資産/総資産 0.9以下
を図るための財政管理プログラムの企画方法を摸索する必要があると提案した。











































































本研究の目的を達成するため，SPSS Window (ver. 18.0) プログラムを利用して統計分析
を行った。低所得層世帯の財務状態の単純指標と，財務比率の平均や充足率を分析するため，
貧困度分析を実行した。また，抽出された低所得層世帯の類型別に社会人口学的特性や財務











































































































































































女 585 40.4 小学校 389 26.9
合計 1447 100.0 中学校 243 16.8
年齢
20代 101 7.0 高等学校 363 25.1
30代 148 10.2 大卒以上 241 16.7




60代 335 23.2 広域市 408 28.2
70代以上 459 31.7 その他 483 33.4
合計 1447 100.0 合計 1447 100.0






変数 最小 最大 平均 変数 最小 最大 平均
年間総所得 0 1620 821.6 月平均生活費 0 590 78.4
年間勤労所得 0 1620 485.2 月平均教育費 0 233 6.2
年間金融所得 0 960 14.6 月平均住居費 0 60 12.7
年間不動産所得 0 1440 34.2 総資産 0 200000 2387.4
年間社会保険所得 0 1560 49.5 金融資産 0 25000 689.5
年間譲渡所得 0 1612 226.7 実物資産 0 200000 1661.4
年間のその他の所得 0 1500 11.4 総負債 0 202000 1538.0
月平均世帯所得 0 135 68.5 月負債償還金 0 8333.3 6.2
月平均可処分所得 0 134.9 68.2 純資産 －134000 151500 849.4
月平均貯蓄額 0 333 7.7
月平均保険料 0 120 4.6
＊ 各変数の合計が異なるのは欠測値があるためである。
＜表６＞ 低所得層世帯の財務構造
変数 ある ない 合計
所得有無
勤労所得者の有無 814（56.4） 620（43.6） 1434（100.0）
金融所得の有無 89（ 6.2） 1344（93.8） 1433（100.0）
不動産所得の有無 116（ 8.1） 1318（91.9） 1434（100.0）
社会保険受給者の有無 277（19.3） 1157（80.7） 1434（100.0）
譲渡所得の有無 1008（69.8） 436（30.2） 1444（100.0）
生活保護対象世帯への該当有無 138（ 9.6） 1295（90.4） 1433（100.0）
その他の所得の有無 61（ 4.2） 1382（95.8） 1443（100.0）
貯蓄有無
貯蓄の有無 466（33.0） 947（67.0） 1413（100.0）
預/積金の有無 146（31.3） 320（68.7） 466（100.0）
個人年金の有無 23（ 4.9） 443（95.1） 466（100.0）
保証型保険の有無 18（ 3.9） 448（96.1） 466（100.0）
終身保険の有無 16（ 3.4） 450（96.6） 466（100.0）
積立式ファンドの有無 345（74.0） 121（26.0） 466（100.0）
貯蓄型保険の有無 57（12.2） 409（87.8） 466（100.0）
契掛金の支払の有無 11（ 2.4） 455（97.6） 466（100.0）
資産有無 居住住宅の保有 743（50.6） 716（49.7） 1443（100.0）
その他の不動産保有 237（16.1） 1206（82.0） 1443（100.0）
金融資産（預/積金）保有 669（45.5） 774（52.5） 1443（100.0）
自動車所有の有無 331（22.9） 1112（77.1） 1443（100.0）
負債有無 負債の有無 496（34.9） 947（65.6） 1443（100.0）
金融機関負債 390（26.6） 1068（73.4） 1443（100.0）


























経済状態評価指標 該当する財務比率 準拠基準 平均 充足率（％)
安定性
指標
世帯収支 月平均生活費/月平均世帯所得 0.9以下 2.11 37.1
非常資金 金融資産/月平均生活費 3以上 9.08 44.7
住居安定 月平均住居費/月平均世帯所得 0.28以下 0.32 73.5
危険準備 月平均保険料/月平均世帯所得 0～0.2 0.13 86.2
負債償還負担 月平均負債償還額/月平均世帯所得 0.25以下 1.99 85.3
負債規模 総負債/総資産 0.8以下 1.61 42.0
成長性
指標
貯蓄傾向 年間総貯蓄額/年間可処分所得 0.1以上 －0.17 21.3
流動性 金融資産/総資産 0.1以上 0.39 42.6
証券投資傾向 投資資産/総資産 0.05～0.1 .005 0.1
































































すべて未充足 部分的に充足 すべて充足 合計
安定性指標
充足水準
すべて未充足 Ａ 17（ 2.3％) Ａ 2（ 0.1％) 0 19（ 1.3％)
部分的に充足 Ｂ 708（48.2％) Ｃ 585（39.8％) 1（0.1％) 1294（ 88.0％)
すべて充足 Ｂ 8（ 0.5％) Ｄ 149（10.1％) 0 157（ 10.7％)





































































5.3％ 4.3％ 8.7％ 12.1％ 6.9％
30代
5 52 77 14 148
26.3％ 7.5％ 13.2％ 9.4％ 10.2％
40代
4 90 83 7 184
21.1％ 13.0％ 14.2％ 4.7％ 12.7％
50代
5 112 86 17 220
26.3％ 16.2％ 14.7％ 11.4％ 15.2％
60代
4 160 142 29 335
21.1％ 23.1％ 24.3％ 19.5％ 23.2％
70代
0 249 146 64 459
0.0％ 35.9％ 25.0％ 43.0％ 31.7％
合計
19 693 585 149 1446













12 396 268 68 744
63.2％ 55.3％ 45.8％ 45.6％ 50.6％
合計
19 716 585 149 1469








63.2％ 60.2％ 61.9％ 47.0％ 59.5％
女
7 276 223 79 585
36.8％ 39.8％ 38.1％ 53.0％ 40.5％
合計
19 693 585 149 1446









10.5％ 45.6％ 34.5％ 53.0％ 41.4％
中卒
4 123 96 20 243
21.1％ 17.7％ 16.4％ 13.4％ 16.8％
高卒
7 170 157 28 362
36.8％ 24.5％ 26.8％ 18.8％ 25.0％
大卒以上
6 84 130 22 242
31.6％ 12.1％ 22.2％ 14.8％ 16.7％
合計
19 693 585 149 1446
100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
住居地域
ソウル/京畿




57.9％ 39.5％ 35.9％ 34.2％ 37.8％
広域市
5 194 176 33 408
26.3％ 27.1％ 30.1％ 22.1％ 27.8％
その他
3 239 199 65 506
15.8％ 33.4％ 34.0％ 43.6％ 34.4％
合計
19 716 585 149 1469








73.7％ 40.3％ 51.3％ 61.1％ 47.3％
未就業
5 414 285 58 762
26.3％ 59.7％ 48.7％ 38.9％ 52.7％
合計
19 693 585 149 1446








10.5％ 53.6％ 58.8％ 69.1％ 56.7％
ない
17 319 238 46 620
89.5％ 46.4％ 41.2％ 30.9％ 43.3％
合計
19 687 578 149 1433




























年間総所得 154.6 776.9 848.7 1009.8 821.1 26.32***
年間勤労所得 52.6 440.4 507.3 662.6 484.5 12.28***
月平均世帯所得 12.9 64.7 70.72 84.2 68.4 26.32***
月平均生活費 137.1 67.4 91.9 55.9 76.9 39.53***
月平均教育費 26.3 4.9 8.0 0.7 5.9 13.85***
月平均住居費 20.4 11.9 13.1 9.31 12.2 11.38***
月平均貯蓄額 18.2 0.6 14.1 14.3 7.6 63.16***
月平均保険料 11.4 2.5 7.40 2.9 4.6 39.01***
総資産 315.8 1623.1 3469.5 1971.4 2376.8 4.20**
金融資産 26.3 31.8 1360.6 1291.0 688.6 47.17***
実物資産 289.5 1591.3 2048.4 557.6 1651.7 1.19
総負債 6205.3 1714.3 1538.0 66.2 1535.0 3.79**
月負債償還金 3.2 12.0 0.8 0.0 6.2 0.33










世帯収支 4.40 1.40 3.30 0.71 2.11 4.69**
非常資金 0.10 0.50 15.90 23.90 9.08 56.26***
住居安定 0.50 0.30 0.40 0.11 0.32 4.92**
危険準備 0.60 0.10 0.20 0.01 0.13 4.70**
負債償還負担 1.10 3.80 0.40 0.02 1.99 0.32






貯蓄傾向 －14.4 －.11 0.08 0.14 －0.17 49.37***
流動性 0.01 0.00 0.75 0.91 0.39 1063.3***
証券投資傾向 0.00 0.00 0.01 0.01 .005 4.07**
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である。したがって，世帯員減少傾向にあっても，単独世帯数が 1 / 3 に満たないこと，
世帯別構成員数が平均2.52人であるという事実は，経済状態の評価指標の分析において単
身者世帯と複数者世帯とに分けて分析すべきでないかという疑問である。この現象は，韓
国においても同様と考えられる。
２．財務分析指標で使用する財務データとして月平均世帯所得（月平均所得－税金）を用い
ている（表３･７)。
世帯所得にとって，税金と社会保険料は選択の余地のない所得マイナス項目という性質
で同類と考えられる。また，世帯構成員数によっては社会保険料数値が高くなる可能性も
あるため月平均世帯所得からさらに月平均社会保険料をマイナスした月平均可処分所得を
分析データとしての月平均世帯所得として利用すべきでないか。
３．財務支出データとして月保険料が計上されており，その定義内容を見ると，公的・私的
保険料すべてが含まれている（表２)。
月保険料は，安定性指標としてのリスク準備金，すなわち，長期リスクに対する準備の
程度を把握するための指標として使われている。しかし，月保険料には保障型保険料や貯
蓄型保険料など自発的な保険料支払い額に加えて，国民年金，医療保険などの公的保険料
まで含まれている。公的保険料のように，強制的に徴収される保険料を含めることは，リ
スク準備の意思と乖離する可能性もあり，対リスク評価判断に含めることには問題がある。
４．成長性指標では，証券投資傾向や実物投資傾向が分析対象とされている。(表３･７）
証券投資傾向は総資産に対する投資資産で示されるが，投資対象として株式・社債になら
んで国公債も含められている。しかし，国公債は投資資産としてのリスク・リターンの性
格が一般有価証券とは異なるため，選定原則として説明されている「ハイリスク・ハイリ
ターン」の性向を示すとは言えないのではないか。同様に，実物投資傾向を見るための実
物資産には保有不動産全体が含まれているが，自宅不動産とその他収益性不動産とは異な
る扱いをすべきでないか。
５.「低所得層世帯の財務状態の評価指標分析」では，各分析評価指標を準拠基準と平均の
比較による分析，また準拠基準の充足率による分析を行っている。(表７）
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この分析においては，準拠基準の充足率に意味があるが，平均値との比較については，
疑問がある｡「負債償還負担」をみても，充足率が85.3％と負債償還負担が問題となる世
帯は非常に少ないと考えられるにもかかわらず，平均は1.99と，準拠基準の0.25以下とい
うに数字に比較して非常に大きな数字となって問題があるように誤解される可能性がある。
コメントで示したように，報告者の分析手法にはいくつかの疑問を呈することができよう。
しかし，本研究がたんなる低所得層世帯の所得分析にとどまらず，安定性と成長性という財
務分析指標を使った分析を行っていること，さらには，社会人口学的特性と絡ませて分析す
ることによって，低所得層世帯への効率的な社会福祉政策・保障制度の策定にあたって貢献
度の高い研究であることは論をまたない。報告者のさらなる緻密な分析研究を期待するもの
である。 （本学経営学部教授 朴大栄）
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